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免税 ５０％減 ～２０１６．３．３１２０１６．４．１～ 免税 ５０％減 右以外 車齢１３年経過 車齢１８年経過
～０．５
免税
１，２００ ２，５００ ４，１００ ５，４００ ５，７００ ６，３００
免税
１，２００ ２，５００ ２，６００ ２，７００ ２，８００
～１．０ ２，５００ ５，０００ ８，２００ １０，８００ １１，４００ １２，６００ ２，５００ ５，０００ ５，２００ ５，４００ ５，６００
～１．５ ３，７００ ７，５００ １２，３００ １６，２００ １７，１００ １８，９００ ３，７００ ７，５００ ７，８００ ８，１００ ８，４００
～２．０ ５，０００ １０，０００ １６，４００ ２１，６００ ２２，８００ ２５，２００ ５，０００ １０，０００ １０，４００ １０，８００ １１，２００
～２．５ ６，２００ １２，５００ ２０，５００ ２７，０００ ２８，５００ ３１，５００ ６，２００ １２，５００ １３，０００ １３，５００ １４，０００


















免税 ５０％減 ～２０１６．３．３１２０１６．４．１～ 免税 ５０％減 右以外 車齢１３年経過 車齢１８年経過
～１．０
免税
１，２００ ２，５００ ４，１００ ５，４００ ５，７００ ６，３００
免税
１，２００ ２，５００ ２，６００ ２，７００ ２，８００










































免税 ５０％減 ～２０１６．３．３１２０１６．４．１～ 免税 ５０％減 右以外 車齢１３年経過 車齢１８年経過
～１．０
免税
１，２００ ２，５００ ３，３００ ３，９００ ４，１００ ４，４００
免税
１，２００ ２，５００ ２，６００ ２，７００ ２，８００
～２．０ ２，５００ ５，０００ ６，６００ ７，８００ ８，２００ ８，８００ ２，５００ ５，０００ ５，２００ ５，４００ ５，６００
～２．５ ３，７００ ７，５００ ９，９００ １１，７００ １２，３００ １３，２００ ３，７００ ７，５００ ７，８００ ８，１００ ８，４００
～３．０
…
３，７００
…
７，５００
…
１２，３００
…
１６，２００
…
１７，１００
…
１８，９００
…
３，７００
…
７，５００
…
７，８００
…
８，１００
…
８，４００
…… …
出典 表１に同じ
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３．２ 整備・運営の一層の合理化
以上に述べたように，今後ますます強まる財政制約の下，交通インフラの老
朽化対策及び新設を行わなければならない。このため，交通インフラの整備・
運営に一層の合理化が求められる。
そこで，交通インフラを含む社会資本の整備・運営にアセットマネジメント
の概念を導入する事例がみられる。ここに社会資本の整備・運営におけるアセ
ットマネジメントとは，「工学，経済学，経営学などの分野における知見を総
合的に用いながら」（山根・大堀・竹末（２００５），p. 4），長期的視点に立って
効率的，効果的に社会資本を整備・運営するものである。
社会資本の整備・運営におけるアセットマネジメントには，大きく三つの類
型がある。
第一に，日常的マネジメントである。これは，構造物は日々疲労・劣化し，
損傷を生ずるものであることに鑑み，日常的に社会資本の状態を監視し，必要
な措置を講ずるものである。具体的な取組みとしては，指定管理者制度や包括
的民間委託制度の導入，あるいは清掃や除草といった日常管理業務への地域住
民の参画などがある。
第二に，管理的マネジメントである。これは，構造物は都度の補修を行うこ
とにより長寿命化させることが可能であることから，社会資本を予防保全的に
管理するものである。実践例として，耐久性の高い素材や構造の活用，重量超
過車両に対する指導や処分の厳格な実施などが挙げられる。
最後に，経営的マネジメントである。これは，いわゆる「選択と集中」の概
念に基づき，戦略的に社会資本を整備・運営するものである。たとえば，先述
した指定管理者制度や包括的民間委託制度の導入，ＰＦＩの推進，民営化，社
会資本の集約化や連携がある。
これらの取組みは，社会資本のライフサイクルコストの削減及び財政支出の
平準化に資すると考えられる。
４． おわりに
本稿では，今日わが国交通インフラが直面している主要な課題を改めてレビ
ューした上で，今後の交通インフラの整備・運営のあり方について若干の検討
を試みた。確かに，交通インフラ取り巻く環境は厳しい。しかしながら，原因
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者負担の適正化やアセットマネジメントの概念を導入した整備・運営などを通
じ，既存ストックを適切に維持管理・更新するとともに，必要に応じ新設し，
わが国の国民生活や経済社会，産業活動の維持・発展の要請に応えなければな
らない。
惜しむらくは，紙幅の制約のため，わが国の国際競争力の確保や地球環境問
題への対応などの課題に関しては，これらの課題に関連する他の課題の中で言
及するにとどめざるを得なかった。また，モードごとの各論を展開することも
できなかった。これらの点については，稿を改めて取り組むこととしたい。
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